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本研究では地震時の高速道路の復旧日数の予測モデルを高精度化することを目的とし，多重ロジスティ

ック回帰分析を用いて復旧予測のためのロジットモデルを再構築した．2004年新潟県中越地震，2007年新

潟県中越沖地震，2008年岩手・宮城内陸地震，2011年東北地方太平洋沖地震，2016年熊本地震の際の高速

道路の開通までに要した日数をもとに，復旧予測モデルの構築に関する検討を行った．また，復旧日数の

予測値の高精度化を図るため，道路構造を考慮した復旧予測モデルの検討も行った．さらに，構築した復

旧予測モデルを南海トラフ巨大地震の基本ケースに適用し，復旧日数の推定を行った． 
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1. はじめに 

 

我が国では2004年新潟県中越地震，2011年東北地方太

平洋沖地震，2016年熊本地震など大規模な地震が多数発

生しており，そのたびに多大な人的被害や建物被害等が

生じた．同様に，このような大規模な地震では，道路ネ

ットワークやライフライン等も多大な被害を受けた．ま

た，内閣府の中央防災会議では，南海トラフ地震や首都

直下地震の危険性が指摘されている．とくに南海トラフ

を震源とする巨大地震では，関東から西日本の広い範囲

が大きな揺れに見舞われ，人的被害や建物被害に加えて，

高速道路等へも多大な被害が見込まれる．道路は被災地

の応急復旧活動に欠かせない社会基盤施設であり，道路

ネットワークの地震発生後の復旧状況を予測することは，

事業継続計画の策定1)など災害対策の立案に貢献するこ

とができる． 

 既往研究2)では，震度曝露道路延長を説明変数として，

既往地震3)-7)の際の高速道路の復旧状況にもとづき，多

重ロジスティック回帰分析を用いて復旧日数の予測モデ

ルが構築されている．この既往研究2)については2章で詳

細を述べるが，予測モデルで説明変数に震度暴露道路延

長を用いているため，それぞれのインターチェンジ（IC）

間の延長の大小が復旧予測モデルに大きく影響を与えて

いた．さらに，IC間の延長は区間ごとに大きく違いがあ

るため，隣接する区間であっても予測された復旧日数に

大きな差が生じるなど，現実に即さない部分が見られた． 

そこで，本研究では既往研究で構築された復旧予測モ

デルの再検討を行い，モデルを改良することで精度の向

上を図る．さらに，分析対象とする高速道路の区間およ

び対象とする地震を増やした予測モデルの再構築，高速

道路の道路構造を考慮した復旧予測モデルなどの検討を

行い，高精度な予測モデルの構築を目指す．最後に，得

られた予測モデルをもとに今後発生が予測されている南

海トラフ地震の際の高速道路復旧日数の予測を試みる． 

 

 

2. 既往研究による復旧モデルの検証 

 

 既往研究2)ではIC間の復旧確率pを予測する数理モデル

を構築するため，ロジスティック回帰分析8)を行い，予

測モデル式(1)を構築している(表-1)． 

 

 

 

 

𝒃𝟎 𝒃𝟏 𝒃𝟐 𝒃𝑴 𝒃𝒕 

13.65 -0.02 -0.11 -1.82 0.35 
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表 -1  式（1）のロジットモデルの回帰定数 

（1） 
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 説明変数である𝑋1は震度5弱および震度5強の震度曝

露道路延長(km)，𝑋2は震度6弱以上の震度曝露道路延長

(km)，𝑥𝑀はモーメントマグニチュード（Mw），𝑥𝑡は高

速道路の復旧日数である．X1，X2は，IC間ごとに計算す

る．𝑏0～𝑏2，𝑏𝑀，𝑏𝑡は回帰定数である．pは復旧確率を

表す． 

まず，既往研究の後に発生した 2016 年熊本地震の際

の高速道路の実際の復旧日数 9)と，既往研究のモデルで

推定された復旧日数について比較を行った．図-1 に，

2016年 4月 16日に発生した熊本地震の震度分布 3)と高速

道路の位置関係を示す．また，高速道路の IC 間の道路

延長が 10 km 以上の区間を緑色，10 km 未満であるとこ

ろを青色でそれぞれ表示している．図-2では，高速道路

の実際の復旧日数と，既往研究の予測モデル式(1)を用

いて推定された復旧予測日数を表している．ここで，式

(1)の pが 0.51以上のとき，その IC間は復旧したものと

仮定した 2)． 

IC間の道路延長が長い植木IC-熊本IC間や，御船IC-松

橋IC間などでは4～5日程度の復旧日数が予測されている

が，IC間の道路延長が短い他の区間では震度が大きくて

も予測日数がほぼ0日となっている．このことから既往

研究で構築された予測モデル式(1)では，IC間ごとの道

路延長の大小が予測される復旧確率に大きく影響を与え

ていることが考えられる．このような問題を解決するた

め，次章ではモデルの改良を検討する． 

 

 

3. 復旧予測モデルの再構築 

 

(1) 復旧予測モデルの改良 

まず，既往研究2)と同じデータセットで復旧予測モデ

ルを再検討する．つまり，熊本地震は回帰分析の際のデ

ータに用いない．本研究では，式(2)の𝑥1をインターチ

ェンジ（IC）間の距離に対する震度5弱および震度5強の

揺れに曝された距離の割合，𝑥2をIC間の距離に対する震

度6弱以上の揺れに曝された距離の割合とした．また，

既往研究2)と同様に，𝑥𝑀はモーメントマグニチュード

（Mw），𝑥𝑡は実際の高速道路の復旧日数とし，𝑏0～𝑏2，

𝑏𝑀，𝑏𝑡は回帰定数を表す（表-2）． 

 

（2） 

 

本研究により得られた式(2)のロジスティック回帰分析

の結果を，ROC（Receiver Operating Characteristics）曲線10)

を用いて検証する．ここで復旧済みの区間を復旧済みと

正しく判別する率を敏感度TPR（sensitivity）とし，未復

旧の区間を未復旧と正しく判別する率を特異度TNR

（specificity）とする．復旧確率pが閾値以上となるとき，

その区間は復旧したものとみなす．閾値を適宜変化させ

TPR，TNRをその都度算出し，横軸に1-TNR，縦軸に

TPRをとったものをROC曲線という．判別モデルが有効

である場合，ROC曲線は1-TNR，TPRの比が1:1の直線か

ら左上に離れていく10)．ROC曲線下の面積はAUC（Area 

Under the Curve）と呼ばれ，最大値は1，ランダムな判別

では0.5となる． 

既往研究の式(1)のAUCは0.93，式(2)のAUCの値は0.95

となり，判別能力は非常に高い．図-3に，式(2)で表され

るロジットモデルのROC曲線を示す．式(2)のROC曲線に

もとづき，高速道路の復旧日数を評価するために最適な

閾値を定める．TPR，TNRがともに最大となる最適な判

別解を与えるpの閾値は，ROC曲線上の点でグラフの左

上隅からの距離が最も近い点に対応する．図-3に示した

ROC曲線によると p = 0.52となった．なお，このときの

TPRは0.87，TNRは0.88である． 

𝒃𝟎 𝒃𝟏 𝒃𝟐 𝒃𝑴 𝒃𝒕 

16.0 -2.25 -4.59 -2.00 0.41 
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表-2  式（2）のロジットモデルの回帰定数 

図 -1 熊本地震における震度分布と九州自動車道の IC間

距離 

図-2 熊本地震の際の実際の復旧日数と既往研究のモデル

（式(1)）で得られた復旧予測日数 
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式(2)のロジットモデルの説明変数の影響の評価を行

った．Mw9.0の地震を仮定し，説明変数𝑥2（IC間ごとの

震度6弱以上の揺れに曝された距離の割合）を0で固定

し，𝑥1（IC間ごとの震度5弱および震度5強の揺れに曝さ

れた距離の割合）を適宜変化させた場合や，同様に𝑥1

を0で固定し，𝑥2を適宜変化させた場合に，経過日数に

対する復旧確率の変化を調べた．IC間ごとの揺れに曝さ

れた距離の割合が大きくなるにつれ，復旧確率が得られ

るまでに要する日数が長くなることが確認でき，とくに

𝑥2（IC間ごとの震度6弱以上の揺れに曝された距離の割

合）を変化させた際の方が，復旧確率に大きく影響して

いることがわかった． 

 図-5は，熊本地震を対象として式(2)と既往研究の式

(1)を用いて復旧予測日数を算出し，実際の復旧日数と

比較した結果である．なお，式(1)，(2)の回帰分析には

熊本地震を含んでいない．説明変数にある震度に晒され

る区間延長の割合を用いることで，予測精度が改善され

たことが確認できる． 

 

(2) 高速道路復旧状況データの追加 

前節までに行ってきた復旧予測モデルは既往研究2)で

扱っている区間のみを対象としている．例えば，既往研

究では，東北地方太平洋沖地震の際の高速道路の復旧状

況について東北自動車道のデータのみを扱っているが，

実際には他の高速道路でも通行止めが発生している．そ

こで，既往地震について高速道路の通行規制状況4)-7)を

再整理し，高速道路のGISデータ11)に反映した．さらに，

2016年熊本地震の際の高速道路の復旧状況9)を追加し，

前節と同様に分析を行った．対象となる高速道路の区間

数は既往研究2)の136区間から511区間となりデータ数が

約3.8倍となった．式(3)のような関数形を仮定し，ロジ

スティック回帰分析を行ったところ，表-3のような回帰

定数が得られた．なお，式(3)のAUCは0.89となった．ま

た，最適な判別解を与える復旧確率pの閾値は，𝑝 =

0.72となった． 

 

 

 

式(1)，式(3)による復旧予測日数と実際の復旧日数を

図-6から図-9で示す．東北地方太平洋沖地震については

高速道路の実際の復旧日数と式(3)で得られた復旧予測

日数を図-10，図-11 で地図表示する． 

𝒃𝟎 𝒃𝟏 𝒃𝟐 𝒃𝑴 𝒃𝒕 

7.97 -1.62 -4.22 -0.81 0.27 

表-3  式（3）のロジットモデルの回帰定数 
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(3) 

図 -5  熊本地震における復旧予測日数と実際の復旧

日数の比較 

図-3 式(2)のROC曲線 

図 -4  式(2)のロジットモデルにおける経過日数と復

旧確率の関係 

（上図：𝑥2を0で固定．下図：𝑥1を 0で固定） 
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データ数が増えたことで，新潟県中越地震の際の復旧

予測日数は式(3)の方が実際の復旧日数と近くなった．

また，東北地方太平洋沖地震でも式(3)で得られた復旧

予測日数は実際の復旧日数に近づき，既往研究の式(1)

で問題であった，隣接するIC区間ごとの復旧予測日数の

ばらつきも解消された． 

 ここで，式(3)の対象区間のほとんどが東北地方太平

洋沖地震のデータとなっている．このため，新潟県中越

沖地震や岩手・宮城内陸地震には，復旧日数を過大評価

する区間もある．新潟県中越沖地震では，新潟県中越地

震とくらべて大きな余震が少なかったため，損傷が拡大

せず早期復旧ができたことも考えられる12)．今後は，

M7クラスの地震や，余震回数や復旧日数が少ない地震

のデータを増やすことで，分析データがより幅広くなり，

更なる予測精度の向上が見込まれる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 新潟県中越地震における復旧予測日数と実際の

復旧日数の比較 

図-7 新潟県中越沖地震における復旧予測日数と実際

の復旧日数の比較 

図-8 岩手・宮城内陸地震における復旧予測日数と実際

の復旧日数の比較 
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4. 道路構造を考慮した復旧予測モデル 

 

復旧日数に与える道路構造の影響を推定するため，道

路構造別の被害状況を分析した．文献13)は道路網のGIS

データであり，橋・高架，トンネル，土工道路などに分

類できる．道路構造ごとに耐震性は異なるものと考えら

れ，例えば丸山ら14)では，高速道路の盛土の区間につい

て，走行に支障のあるとされる被災ランクBの被害は，

震度6弱以上の震動を受けた区間で生じている．文献15)

でも地震による高速道路の路面変状は震度5強から発生

し，盛土箇所で被害が発生しやすいとされている．また，

首都直下地震の被害想定では，震度6強以上の震動下で

道路橋の被害があるものと仮定している16)． 

そこで，既往地震の際の道路構造別の復旧状況を集計

する．ここで本研究では，高速道路上の橋・高架，トン

ネルの区間を，構造区間，その他の区間を土工道路区間

とした．図-12は東北地方太平洋沖地震（Mw9.0），図-

13は新潟県中越地震，新潟県中越沖地震，岩手・宮城

内陸地震，熊本地震（Mw6.2～7.0）の際の通行止め区間

の延長の割合の系時的変化を示している．ここでは，地

震発生後の通行止め発生時を基準とし，経過日数に応じ

て通行止めが継続している割合を表している．つまり，

割合が0%となれば，すべての区間の通行止めが解除さ

れたことを表す．とくに東北地方太平洋沖地震の際（図

-12）には，地震発生後10日目から13日目にかけて，震

度6弱，震度6強の震動を受けた土工道路の区間よりも，

震度6弱，震度6強の震動を受けた構造区間のほうが早く

復旧していることがわかる．一方，M7クラスの地震

（図-13）に関しては，構造区間の復旧がやや早いもの

の明確な差は見られなかった．  

 以上の結果から，道路構造の影響を土工道路の区間の

割合で表し，復旧予測モデルの検討を行った． 

 

（4） 

 

（5） 

 

（6） 

 

 

式(3)と比較して，式(4)は説明変数𝑟（IC間ごとの土工道

路の延長の割合），式(5)は説明変数𝑥3（IC間ごとの震度

5弱および震度5強の揺れに曝された距離に占める土工道

路の割合）と説明変数𝑥4（IC間ごとの震度6弱以上の揺

れに曝された距離に占める土工道路の割合）を新たに加

えた．また，式(6)では説明変数𝑥4のみを加えた．分析

の結果，判別能力の指標であるAUCの値は式(4)では

0.88，式(5)，式(6)では0.89となった．構造別の復旧予測
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図-10 東北地方太平洋沖地震における震度分布と高

速道路の実際の復旧日数 

図-11 東北地方太平洋沖地震における震度分布と式(3)で

得られた高速道路の復旧予測日数 
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モデルを検討する際に用いた区間にて式(3)のAUCは0.89

であり，これらの式は同程度の判別能力と考えられる． 

このことから，道路構造の影響を考慮した復旧モデル

として説明変数が少ない式(6)を採用する（表-4）．な

お，x4の震度を震度6強以上にするなど，類似した説明

変数に関する検討も行ったが，AUCが大きく変わるこ

とはなかった． 

図-14では熊本地震の際の式(3)，式(6)で得られた復旧

予測日数と実際の復旧日数について示す．ここで，式

(6)の最適な閾値はp = 0.71である．式(3)の結果と比べる

と，式(6)は松橋～宇城氷川間で実際の復旧状況に近い

日数を予測するようになった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

𝒃𝟎 𝒃𝟏 𝒃𝟐 𝒃𝟒 𝒃𝑴 𝒃𝒕 

8.40 -1.51 -2.27 -1.75 -0.88 0.27 

 

図 -12 東北地方太平洋沖地震の際の経過日数に対する

高速道路の通行止め区間の延長の割合 

図 -13 新潟県中越地震，新潟県中越沖地震，岩手・宮

城内陸地震，熊本地震の際の経過日数に対する高

速道路の通行止め区間の延長の割合 

表-4  式（6）のロジットモデルの回帰定数 

図-15 南海トラフ地震における震度分布と式(6)による地震発生1日（24時間）後の高速道路の復旧確率 

図 -14 熊本地震における高速道路の実際の復旧日数と 

式(3)，式(6)で得られた復旧予測日数 
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5. シナリオ地震への適用 

 

 本研究で得られた地震発生時の高速道路復旧予測モデ

ルを用いて今後発生が予測されている南海トラフ地震の

際の高速道路の復旧予測日数の推定を行った．ここで，

図-14では式(3)と式(6)の復旧予測日数に大きな差はなか

ったが，南海トラフ巨大地震と同じM9クラスの東北地

方太平洋沖地震（図-12）では土工道路区間と構造区間

の復旧日数に差が見られる．このことから，本研究では

式(6)を用いることとした．また，復旧予測日数の推定

を行う箇所は震度5弱以上の揺れを観測している高速道

路とし17)，内閣府の中央防災会議における南海トラフ地

震の5つのパターン18)のうち，基本ケースを用いて検討

を行った． 

また，図-15から図-17では式(6)を用いて，地震発生後

の経過日数に対する復旧確率を地図表示している．図-

18では，式(6)による高速道路の復旧予測日数（閾値：p 

= 0.71）を地図表示している．震源域に近い太平洋沿岸

の東名高速道路などで復旧には最大16日程度の時間を要

することがわかる．一方内陸側の中央自動車道などでは，

東名高速道路よりも6日程度早く復旧できる見込みがあ

ることが確認できるので，中央自動車道を利用しての迂

回が可能である． 

 

図-16 南海トラフ地震における震度分布と式(6)による地震発生3日（72時間）後の高速道路の復旧確率 

図-17 南海トラフ地震における震度分布と式(6)による地震発生 10日（240時間）後の高速道路の復旧確率 
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6. まとめ 

 

本研究では，地震時の高速道路復旧時間予測手法の高

精度化を目的とし，新たな復旧予測モデルの構築を行っ

た．震度暴露道路延長を説明変数としていた既往研究の

モデルと比べて，ある震度に曝される延長の割合を説明

変数とすることによって，復旧日数の予測精度が改善さ

れた．また，連続するIC間の復旧日数の予測結果が，大

きく変動することもなくなった． 

 さらに，対象とする既往地震や高速道路の区間を既往

研究よりも増やした結果，新潟県中越地震や東北地方太

平洋沖地震の際の予測結果が改善された．隣接するIC 

間でも区間延長の差に影響されない復旧予測日数が得ら

れた．一方，新潟県中越沖地震や岩手・宮城内陸地震に

関しては，復旧日数を過大評価する区間もあった．今後

はM7程度の地震や，高速道路の復旧日数が5日未満とな

るようなデータをより多く集めることでより，バランス

のとれた復旧予測モデルの構築ができると見込まれる．

また，道路構造の違いが復旧日数に与える影響を検討し

たところ，東北地方太平洋沖地震では構造区間と土工道

路区間で復旧日数に差が見られた． 

最後に，本研究で構築した復旧予測モデルを用いて今

後発生が予測されている南海トラフ地震の際の高速道路

の復旧予測日数の算出を行った．その結果，震源域に近

い東名高速道路などで復旧に最大16日程度時間がかかる

ことがわかった． 
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IMPROVEMENT OF NUMERICAL MODEL TO PREDICT RESTORATION TIME 

OF EXPRESSWAYS AFTER AN EARTHQUAKE 

 

Tsubasa IGARASHI and Yoshihisa MARUYAMA 

 
This study tries to develop a more accurate numerical model to estimate the restoration time of the 

expressways after an earthquake. The previous model developed by Uehara and Maruyama (2016) 

underestimated the restoration time after the 2016 Kumamoto earthquake. Hence, the authors performed a 

series of logistic regression analyses to develop the numerical model for the estimation of the restoration 

time of the expressways after an earthquake. The authors modified the numerical model to include the 

effects of road-structural types on the restoration time after the actual earthquakes. The numerical model 

was applied to a scenario earthquake in the Nankai Trough, and the restoration time was estimated. 


